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令和 8年熊本地震が企業に与えた影響と企業の地震対応の変化（速報） 

 

【要旨】 

■本稿では、令和 8年熊本地震に関する報道や企業の公表情報などをもとに、「企業に与えた影響」

と「企業の地震対応の変化」を分析し、「今後のＢＣＭ整備におけるポイント」を整理した。 

■企業に与えた影響については、半導体関連企業を中心に再稼働前の慎重な確認作業を実施してい

ること、生産停止が 1 週間以上に及んだ事業所はいずれも震度 6 弱以上の揺れに見舞われている

こと、自動車関連企業を中心に、被災地外でも部品などの調達不全を要因とする生産停止が発生

していることなどが確認された。 

■企業の地震対応の変化については、10年前の熊本地震との比較から、被災企業では耐震対策、在

庫活用、代替生産体制の整備が進んでいること、事前のサプライチェーンの「見える化」が有効

に機能していることなどが確認された。 

■今後のＢＣＭ整備においては、初動対応、現状把握、復旧対応の各フェーズで、これまでに確認

されたことを「教訓」として活用することが重要である。 

 

「令和8年熊本地震」(以下、熊本地震）が発生してから約半月が経過するなか、企業の事業所・工

場の稼働停止に関して数多くのマスコミ報道やプレスリリースなどがなされている。 

本稿では、これら数多くのマスコミ報道や企業が自らホームページで公表した内容など（以下、報

道など）から読み取れる「熊本地震が企業に与えた影響」と「企業の地震対応の変化」に関する当社

の分析結果を紹介したうえで、「今後のＢＣＭ（事業継続マネジメント）整備におけるポイント」を

整理する。 

 

なお、今回の分析は、まず、熊本地震が発生した7月28日以降から8月20日までの数多くの報道など

の中から、報道件数の多い「製造業」かつ「事業所が被災し丸一日以上生産を停止した」企業29社を

選定するところからスタートした。そのうえで、選定した企業の被災事業所ごとに「地震の揺れの大

きさ（震度）」、「発生した物的被害」「生産停止期間」などの切り口から「熊本地震が企業に与え

た影響」を分析した。 

また、あわせて、当該企業の中から10年前の「平成28年熊本地震」当時にも被災し、かつ当時の報

道など情報が比較的多い8社を選定のうえ、今回の地震との対応事項を比較分析することで、「企業

における地震対応の変化」を洗い出した。 

 

１．熊本地震が企業に与えた影響 

 

ここでは、選定した企業 29 社の事業所のうち、復旧期間について言及があり、被災地（熊本県）に

所在し、かつ「操業を完全停止した期間」が 1 日以上に及んだ 19 事業所を対象に、「地震の揺れの大

きさ（震度）」、「発生した物的被害」、「生産停止期間」の関係を分析した結果を紹介する。 

分析結果は以下図表１のとおりである。 
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図表１：主たる事業所における震度・発生した物的被害・生産停止期間の関係 

 

出典：気象庁、マスコミ報道、選定企業のホームページからの情報をもとにインターリスク総研にて作成 

 

この結果から、まず、震度が比較的小さく、かつ大きな物的被害が確認されていない事業所であって

も、生産停止が発生していることが読み取れる。特に、このような事例の多くは半導体関連事業所に見

られ、工程が複雑であること、また、品質確保の観点から設備や製造条件の確認を慎重に進める必要が

あることなどから、目立った損傷がなくても稼働再開までに一定の時間を要したものと推察される。 

次に、生産停止が 1 週間（7 月 29 日～8 月 4 日）以上に及んだ事業所は、いずれも震度 6 弱以上の

揺れに見舞われていることも確認できる。この傾向は、10 年前の平成 28 年熊本地震時にも見られたも

のであり、長期間の稼働停止を想定した地震ＢＣＭの整備においては、「震度 6 弱」という揺れの大き

さがキーワードになると思われる。 

もっとも、これらの結果は、報道などで把握可能であった限られた事例を対象としたものであり、対

象業種や個別事業所の工程特性、被害確認手順、復旧方針などの差異も大きい。したがって、この結果

のみから、地震の揺れの大きさ、停止期間、発生被害の関係を一般的に結論づけることはできない点に

は十分留意が必要である。 

 

なお、上記の分析対象に入ってはいないが、被災地域以外の事業所が、被災地に所在する企業や事業

所から部品などを十分に調達できずに生産停止に追い込まれている事実があることも忘れてはならな

い。一部、今回選定した企業も含まれるが、自動車関連企業 5 社が、調達事情が不安定であることを理

由に「操業の一時または全部停止」を公表している。 

これら企業の生産停止状況は以下のとおりである。 

 

図表２：部品などの調達不全の影響を受けた主な企業の生産停止期間 

 
出典：気象庁、マスコミ報道、選定企業のホームページからの情報をもとにインターリスク総研にて作成 

29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

A 震度７ 建屋・生産設備 × × × × △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

B 震度６強 建屋・生産設備 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

C 震度６弱
漏水・浸水（スプリンク

ラー誤作動）
× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

D 震度７
建屋・生産設備・インフラ

設備・倉庫
× × × × × × × × × △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

E 震度６強 配管 × × × × △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
F 震度７ （不明） × × × × × △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
G 震度６強 建屋・漏水 × × × × × × △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○
H 震度６弱 生産設備 × × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
I 震度６弱 建屋・生産設備 × × × × × △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
J 震度６弱 （大きな被害なし） × △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○
K 震度６弱 （大きな被害なし） × △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
L 震度５強 （大きな被害なし） × × × × × × △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○
M 震度５強 （大きな被害なし） × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
N 震度５弱 （大きな被害なし） × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
O 震度６強 液状化・断水 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × △ △
P 震度６強 荷崩れ × × × × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Q 震度６強 荷崩れ × × × × × △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
R 震度６強 建屋・生産設備 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×
S 震度５弱 生産設備の位置ずれ × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

業種 事業所 震度 物的被害
生産停止期間　　×完全停止、△一部停止、○稼働

食品
関連

自動車
関連

半導体
関連

建築資材
関連

その他

29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8～16 17 18 19 20

T1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × 休 × × × ○

T2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × 休 × × × ○
U1 × × × × × × × × ○ ○ 休 ○ ○ ○ ○
U2 ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × 休 ○ ○ ○ ○

V V1 △ × × × × × × × ○ ○ 休 ○ ○ ○ ○
W W1 ○ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ 休 ○ ○ ○ ○
X X1 ○ △ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ 休 ○ ○ ○ ○

生産停止期間　　×完全停止、△一部停止、○稼働
企業 事業所

T

U
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２．企業における地震対応の変化 

 

（１）被災企業における地震対応の変化 

ここでは、まず、選定した企業 29 社の中から、10 年前の「平成 28 年熊本地震」時にも被災した企

業のうち、当時の報道内容が多い 8 社を選定し、当該企業が実施した地震対応の特徴を、今回の地震

と 10 年前の地震とで比較分析した結果を紹介する。 

分析結果は図表３のとおりである。 

 

図表３：主な企業における今回の地震と 10 年前地震との地震対応比較 

 

出典：気象庁、マスコミ報道、選定企業のホームページからの情報をもとにインターリスク総研にて作成 

 

この結果から、まず、いずれの企業においても、2016 年と比べて復旧期間が短くなっていることが

読み取れる。もちろん、個別企業ごとに被災の程度や事業環境は異なるため単純比較はできないもの

の、少なくとも今回確認できた事例においては、10 年前の経験を踏まえた備えが、復旧の迅速化に一

震度 一部復旧 全部復旧 震度 一部復旧 全部復旧

食品 a 6強 - 3～4か月 6強 8か月 １年半

・2026年は2016年と比べ生産の復旧期間は大幅に短縮。
・2016年から生産停止時の対策として、早々に在庫の活用に加え他工場による代
替生産を実施。2026年も同様に早々に他工場で代替生産を実施。2016年度の経験
をもとに、「商品名の統一、商品コードの一本化等」を推進し、代替生産時の小売店
の負担を減らす工夫を実施。
・2016年度は輸送手段が十分に確保できない事態がクローズアップされているが、
2026年度はかかる事態についての報道はなし。

ｂ 6強 5日 - 震度7 - 4か月

・2026年は2016年と比べ生産の復旧期間は大幅に短縮。
・2016年は天井のつり下げ配管がほとんど落ちて、インフラ設備、生産設備、金型等
にも大きな被害が発生したが、2026年は一部の配管の破裂にとどまった。
・2016年は、海外拠点や未取引先まで巻き込んで代替生産を実施したが、今回は
被災拠点の復旧を優先して代替生産を実施していない。なお、2016年の経験をもと
に、同じ商品を複数の工場でつくる体制を構築するなど、代替対策を進化させてい
る。
・2016年の経験をもとに、現在は、工場の在庫を５日分確保している。
・2016年度は余震が続くなか建屋内に立ち入っての被害状況の調査が難航した事
態がクローズアップされているが、2026年度はかかる事態についての報道はなし。

ｃ 6弱 未定 未定 6強 １か月半 4か月

・2026年の復旧期間は未定だが（8/7現在）、建屋設備の損傷が2016年よりも軽微
であるため、生産の復旧期間は短縮化すると思われる。ただ、2016年度にはクロー
ズアップされなかった「サプライヤーの状況把握が難しい」事情が、生産の復旧を遅ら
せる要因になっていることに留意が必要。
・2016年の経験をもとに、「工場の配管などの固定方法を変えた」ことが、設備の損
傷が軽微である要因のひとつ。

ｄ 6強 １週間 3週間 6強 1週間 1か月

・2026年は2016年と比べ生産の復旧期間は短縮化。
・2016年時も、2011年の東日本大震災の経験を踏まえ、予め重要工程を特定したう
えで、予備のパーツや耐震強化など対策を講じていたため、代替生産戦略を発動す
ることなく早期に復旧。その後もこれら対策は継続。
・2026年も、2016年同様、被災拠点の復旧を優先して代替生産を実施していない。
復旧期間が1か月を超える場合に代替戦略を実施する等基準を整理している模様。

e 6弱 1日半 3週間 6弱 半月 1か月半

・2026年は2016年と比べ生産の復旧期間は大幅に短縮。
・2016年の経験をもとに、「設備を免震構造にする」など対策を打ってきたことが要因
のひとつ。また、耐震性能の強化や在庫の積み増しも推進。
・2016年度は余震が続くなか建屋内に立ち入っての被害状況の調査が難航した事
態がクローズアップされているが、2026年度はかかる事態についての報道はなし。

ｆ 6弱 2日後 6日後 6強 9日後 １か月半

・2026年は2016年と比べ生産の復旧期間は大幅に短縮。
・2016年は被災した2工場のうち1工場を優先して復旧する対応を実施も、2026年は
2工場とも復旧を推進。
・2016年の経験を踏まえ、耐震性能の強化や在庫の積み増しも推進。

g 5強 6日間 1か月 6弱 3か月半 5か月半

・2026年は2016年と比べ生産の復旧期間は短縮化。
・2016年は、同業他社への委託も含む代替生産を実施したが、今回は復旧が早い
ため実施していない。
・2016年の経験を踏まえ、「耐震補強などの対策」を打ってきたことが要因のひとつ。
また、在庫の積み増しも推進。

h 6弱 5日 - 6強 2か月 -
・2026年は2016年と比べ生産の復旧期間は大幅に短縮。
・2016年の経験を踏まえ、耐震性能の強化や在庫の積み増しも推進。

自動車
関連

半導体
関連

報道内容の比較概要
2016年2026年

企業業種
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定程度寄与している様子がうかがえる。 

また、いずれの企業も、10 年前の経験を踏まえて耐震対策や設備対策を進め、発生被害を軽減させ

ていることが確認できた。例えば、設備や配管の固定方法の見直し、耐震補強、免震化、在庫の積み増

しなど、2016 年の被災経験を契機として講じられた対策が、2026 年の被害軽減につながったとみられ

る事例が複数見られた。 

さらに、代替生産戦略が全体として洗練されていることも重要な変化である。食品関連では、2016

年時点でも代替生産に関する報道が多く見られたが、今回も生産停止が発生後、早い段階で他事業場

での代替生産に移行している様子が確認できた。加えて、商品名の統一、商品コードの一本化など、代

替生産を実施する前提で、取引先や小売現場の負担を減らす工夫も進んでいる。一方、その他の業界で

も、代替生産の発動条件を整理したり、代替先となる工場や委託先の選択肢を増やしたりするなど、戦

略そのものの実効性を高める動きが見られた。今回は復旧が比較的早かったため戦略発動に至ってい

ない事例がほとんどであるが、戦略を「使わなかった」ことと「準備していなかった」ことは異なる点

に留意すべきである。 

あわせて、在庫活用戦略についても、10 年前より洗練が進んでいることが確認できた。食品関連で

は、2016 年同様、今回も早い段階で在庫が活用されているほか、その他業界でも、2016 年の経験を踏

まえ在庫の積み増しを進めてきた企業が見られた。効率性の観点から在庫保有には制約もあるが、供

給継続の観点では依然として有効な戦略であることが改めて示されたといえる。 

以上を踏まえると、10 年前に被災した企業では、着実にＢＣＭ整備が進み、事業継続対応の強靱化

が図られていると評価できる。もっとも、これも報道などから把握可能な一部企業の比較結果に基づ

くものであり、この結果のみをもって、企業一般においてＢＣＭが十分に進展していると結論づける

ことはできない点には留意が必要である。 

 

（２）部品などの調達不全の影響を受けた非被災地企業における地震対応の変化 

 

次に、部品などを十分に調達できずに生産停止に追い込まれた自動車関連企業 5 社の地震対応につ

いて、今回の地震と 10 年前の地震とを比較分析した結果を紹介する。 

分析結果は図表４のとおり。 

 

図表４：調達不全の影響を受けた主な企業における今回の地震と 10 年前地震との地震対応比較 

 

出典：気象庁、マスコミ報道、選定企業のホームページからの情報をもとにインターリスク総研にて作成 

影響 影響範囲 影響期間 影響 影響範囲 影響期間

i 停止 4工場 7日間 停止 15工場 1か月半

・2026年は2016年と比べサプライヤー被災の影響は大幅に軽減
・2016年時も、2011年の東日本大震災の経験を踏まえ、2次、3次以降のサプライヤーを含
むサプライチェーン全体を「見える化」（データベース化）のうえ、「寸断」されやすい部品を洗
い出し、分散発注等を進めてきたため、早期に正常化を実現。
・2026年のより早い正常化は、上記対策の継続が要因のひとつ。

j 停止 2工場 7日間 停止 4工場 1か月半
・2026年は2016年と比べサプライヤー被災の影響は大幅に軽減
・2016年の経験を踏まえ、取引先の情報を見える化するシステムを使い、災害時には取引
先被害状況や復旧支援の要否を確認できる体制を構築したことが要因のひとつ。

k 一部停止 2工場 7日間 一部停止 1工場 1日

・2026年は2016年と比べサプライヤー被災の影響は増加
・同社は、2016年と比べ、災害時に開発部門や製造部門が集まり、在庫の確認や代替部
品の開発を議論する仕組みを整えてきている。かかる体制整備が、より正確な影響把握に
つながったと推測。

l 停止 2工場 6日間 - - -
・2016年には、サプライヤー被災の影響に関する報道は見当たらなかったが、2026年には
報道あり。
・同社に関して今回の要因を推測可能な報道等は特にない。

m 一部停止 1工場 5日間 - - -
・2016年には、サプライヤー被災の影響に関する報道は見当たらなかったが、2026年には
報道あり。
・同社に関して今回の要因を推測可能な報道等は特にない。

2016年
報道内容の比較概要

自動車
関連

業種 企業
2026年
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この結果から、まず、サプライヤー被災の影響に関する報道がある企業数が拡大していることが読

み取れる。これは、実際にサプライチェーン影響が広がった可能性もあるが、それに加え、企業側が従

来以上にサプライヤーの被災状況や供給影響を重視し、早い段階から把握・公表するようになったこ

とも一因と考えられる。 

特に注目されるのは、サプライヤーの現状把握の重要性が、企業の間でより強く認識されている点

である。実際、2016 年の経験を踏まえ、取引先情報の見える化や、災害時に被害状況・復旧支援要否

を確認できる体制を整備してきた企業では、影響範囲の把握や正常化の迅速化につながっている様子

が確認できた。一方で、今回初めて影響が報道された企業もあり、サプライチェーンの把握状況の差

が、影響認識や対応速度の差として表れている可能性もある。 

この点、現状把握の有効なツールとして、サプライチェーンの見える化（データベース化）は引き続

き重要である。とりわけ、2 次・3 次サプライヤーを含めた把握ができている企業では、有事の際の影

響特定や代替手配の検討がよりスムーズに行えると考えられる。今回の地震は、この見える化対応の

有効性を改めて示したものといえる。 

 

３．今後のＢＣＭ整備におけるポイント  

  

最後に、ここまで見てきた「熊本地震が企業に与えた影響」と「企業の地震対応の変化」の分析結果

を踏まえ、今後のＢＣＭ整備におけるポイントを、（１）初動対応（人命安全確保）、（２）現状把握、

（３）復旧対応（被災事業所の復旧・代替生産など）の３つのフェーズに分けて整理する。 

 

（１）初動対応フェーズにおけるポイント 

地震発生後の早い段階で実施する、いわゆる「初動対応」においては、従業員や来客者などの生命・

身体の安全を守る「安全配慮義務対応」が、法的責任であるとともに、社会的信用を維持するうえでも

必要不可欠である。 

この点、ほとんどの企業が、10 年前同様、二次災害防止の観点から「建物の立ち入り制限」を徹底

していることが確認できた。「建物の立ち入り制限」を実施すると、その間は建物内の設備稼働確認な

どができず、復旧の前提となる現状把握に時間がかかることになるが、それでもこれを徹底する各企

業の対応からは、人命安全最優先の考え方が十分に浸透している様子がうかがえた。 

また、この「安全配慮義務対応」には、立入禁止建物への突入判断や、従業員の帰宅判断など、正解

のない臨機応変な判断を求められる局面が含まれることが特徴である。今回の地震では、製造業以外

の事例ではあるが、立入禁止建物への突入判断が問題となったケースも発生しており、臨機応変な判

断の難しさを改めて示している。 

したがって、この機会に、こうした臨機応変な判断が求められる局面をあらかじめ抽出し、その判断

プロセスや対応方針などを整理・検討しておくことを推奨したい。初動対応は、単に避難を完了すれば

終わりではなく、その後の立入管理や安全確認まで含めて設計する必要がある。 

 

（２）現状把握フェーズにおけるポイント 

地震発生時には、平常時とは異なる各種判断を臨機応変に実施していくことが必要となる。こうし

た各種判断を的確に実施するためには、被害状況、復旧見込み、供給責任への影響などに関する「現状

把握」を、すばやく、かつ的確に実施できることが必要不可欠である。 

この点、今回確認できた多くの企業は、復旧対応に入る前に一定の時間をかけて、しっかりと「現状

把握」を実施しており、その重要性が十分浸透している様子がうかがえた。特に、設備確認に慎重を要

する半導体関連企業では、大きな損傷がなくても再稼働判断までに時間を要しており、高度な現状把
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握そのものが復旧プロセスの中核となっていることが確認できた。 

また、サプライチェーンの現状把握の重要性は、10 年前にも増して高まっている。2011 年の東日本

大震災後に構築した、2 次・3 次メーカーを含む部品仕入先情報の「見える化」データベースが、今回

の地震においても有効に機能したとみられる事例が確認できた。サプライヤーの被災状況や供給停止

リスクを早期に把握できるか否かが、自社の生産停止判断や代替対応のスピードを左右することは明

らかである。 

一方で、この「見える化」対応を実際に十分なレベルで実行できている企業は、依然として限られて

いる。また、いったん見える化をしても、品目の追加・廃止、部品構成の変更、仕入先の変更などが

日々発生するなかで、維持・更新に大きな手間がかかるという課題もある。 

そのため、すべてのサプライチェーンを一律に対象とするのではなく、重要品目に絞り込むことや、

システム導入によって維持管理を省力化することとセットで、見える化対応を進めることを推奨した

い。現状把握は、有事対応の精度を左右する基盤であり、平時からの準備の巧拙が最も表れやすい領域

のひとつである。 

 

（３）復旧対応（被災事業所の復旧・代替生産など）フェーズのポイント 

 

事業所の生産停止が長期にわたる場合、当該事業所の復旧を待つだけではなく、製品の供給を継続

するために、「現地復旧対応戦略」以外の復旧戦略を展開することが必要となる。具体的には、国内外

の自社他工場や生産委託先などの他社工場における「代替生産」の実施や、国内外の「在庫」の活用な

どが代表例である。これらは、特定の災害類型に限らず、さまざまな事象を想定するオールハザード型

のＢＣＭを推進するにあたっても重要な戦略である。 

この点、今回は生産停止期間が比較的短かった事情もあり、これら「現地復旧対応戦略以外の戦略」

が実際に大規模に展開された事例は一部にとどまった。他方で、前記のとおり、代替生産の発動条件の

整理、代替先の複線化、在庫積み増しなど、供給継続を意識した戦略が着実に洗練されている様子が確

認できた。すなわち、今回は「現地復旧」が比較的早く進んだため表面化しなかっただけで、各社は 10

年前よりも明らかに供給継続を意識した備えを進めているといえる。 

もっとも、これらの戦略は時間もコストもかかるため、すべての事業・製品を対象に一律に実装する

ことは現実的ではない。したがって、全体最適の観点から、戦略対象となる事業や製品を絞り込み、優

先順位を明確にしたうえで、着実に実装を進めることを推奨したい。とりわけ、代替生産が難しい製品

については、在庫、設備耐震化、供給先調整などを含めた別の手当てを組み合わせて検討することが必

要である。 

 

４．熊本地震によって得られた「教訓」の活用に向けて 

 

 本稿では、当社が実施した「熊本地震が企業に与えた影響」と「企業の地震対応の変化」に関する分

析結果を紹介したうえで、「今後のＢＣＭ整備におけるポイント」を整理してきた。これらは、今回の

熊本地震によって得られた「教訓」だと言い換えることができる。 

 本稿の中でも、10 年前の地震の「教訓」をもとに自社のＢＣＭを着実に進化させている事例を紹介

したが、この機会に、今回の「教訓」をもとに、ＢＣＭをブラッシュアップいただくことを強く推奨し

たい。 

 ここで紹介した「教訓」は、分析のもととなったデータが報道や公表情報に限られていること、ま

た、インタビューなどによる詳細な調査を実施していないことなどから、全体のほんの一部に過ぎな

いが、今後のＢＣＭブラッシュアップの参考としていただければありがたい。 
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リスクマネジメント第四部長 
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ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社は、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループのリスク関連

サービス事業会社として、リスクマネジメントに関するコンサルティングおよび広範な分野での調

査研究を行っています。 

事業継続マネジメント（ＢＣＭ）に関するコンサルティング・セミナーなどを実施しております。 

コンサルティングに関するお問い合わせ・お申込みなどは、下記の弊社お問合せ先、またはあいお

いニッセイ同和損保、三井住友海上の各社営業担当までお気軽にお寄せ下さい。 

 

お問い合わせ先 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社  

リスクマネジメント第四部 ＢＣＭ第一グループ 

千代田区神田淡路町2-105 TEL:03-5296-8918／FAX:03-5296-8941 
 https://www.irric.co.jp/ 
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